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GX-ETS本格稼働と鍵を握るカーボンクレジット取引 

 

GX-ETS(日本版排出量取引制度)の本格稼働が 2026 年度と目前に迫る。2024 年末、政府の専門

WG(ワーキンググループ)が制度概要をまとめた論点整理(案)を公表した。年間の直接排出量(スコープ 1

に相当)が10万トン以上の企業に参加が義務付けられる。政府の見積もりでは対象は300～400社程度と

見られる。先行する欧州や韓国などの経験を踏まえ、運営枠組みにも各種の工夫を盛り込んでいる。将

来的には発電事業者に対する排出枠の有償割当てなど段階的な制度強化も予定される。 

一方で、今後排出枠取引の場となるカーボンクレジット市場では一部で価格高騰が続く。現状は政府

認証の J-クレジットが取引の中心であるが、1年余りでCO2(二酸化炭素)1トン当たり 3千円前後から 6千

円強へと 2 倍を超える値上がりになった銘柄もある。足元で排出量削減のためのオフセット(相殺)需要が

高まる中、価格上昇に伴い早めにクレジットを手当てする動きが見られるようだ。果たして、GX-ETS 本格

稼働および目標遵守の要となる排出枠取引は順調にスタートできるのだろうか。 

 

2023年度に始まったGX-ETSの第1フェーズは、脱炭素実現と持続的な成長の両立を目指す企業が

参画する「GX リーグ」の自主的かつ試行的な取組みと位置付けられる。①目標設定(プレッジ)、②実績

報告、③取引実施、④結果公表(レビュー)のプロセスを通じ、自社の排出削減の進捗とともに、計画を上

回る超過削減枠売買によりリーグ全体のコスト効率的な脱炭素化を後押しする。 

但し、自主性を重視する結果、公平性や実効性の面で課題も指摘されている。第一に参加状況にバ

ラつきがみられる。専門 WG の事務局資料によると、2024 年度の参画主体は 747 企業・団体と日本の

GHG(温室効果ガス)排出量の 5 割超をカバーするものの、業種別の排出量カバー率は 30％台から

100％まで大きな幅がある。第二に削減目標がまちまちである。業種特性や個社事情を勘案すべきだが、

行き過ぎた自由裁量は制度の信頼性を損なう懸念がある。第三に目標達成への規律付けが弱い。ルー

ル上、目標未達の企業は他者から排出枠などを調達し不足分を埋めるか未達理由の説明を求められる

ものの、ペナルティや追加負担までは課されない。加えて、カーボンクレジット活用に制限がないため、

クレジットの価格次第ながら結果的に排出削減のインセンティブを削ぐ可能性がある。 

 

そこで、2026 年度以降の第 2 フェーズでは制度を義務(コンプライアンス)化する。それは①直接排出

量 10 万トン以上の企業(単体)すべてを対象に、②国際公約である NDC(国が決定する貢献)に見合う排

出枠を割り当て、③不足があれば他社から調達した上で排出量実績に相当する排出枠償却(使用)を求

め、④利用可能な適格クレジットを J-クレジットと JCM クレジットに制限するとともに、⑤排出枠取引には

価格安定化措置として上下限を設けるという内容である。なお、最もチャレンジングな排出枠の割当方法、

およびクレジットの使用上限に加え、専門 WG でも重要な論点として挙がる①過去の排出削減努力の考

慮、②規制が緩い海外への移転などリーケージリスクへの対処、③排出枠価格の上下限設定ルールな

どの詳細検討は 2025 年度に持ち越された。すべての論点が解消された訳でもなく、いまだ関連業界か

らの改善要望は残るものの、大きな方向性としては評価できる。 

実際、排出量取引制度を導入済みの諸外国・地域でも制度の見直しや改善が続く。欧州の EU-ETS

は導入当初、排出枠の過剰割り当てとクレジットの過大活用に伴い排出枠の市場価格が長らく低迷し、
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高排出企業の削減努力を妨げるとの批判が高まった。その後、段階的に割当方法を見直しクレジット活

用も廃止するなどを経て、市場価格を引き上げるとともに制度への信頼性を高めた経緯がある。他方、韓

国の K-ETS では逆に国際的な信頼確保を意識し当初の排出枠割当てを厳格化したことから、多数の異

議申し立てや訴訟の提起がなされ、一部で取消処分が下されるなど大きな混乱が生じた先例もある。 

こうした経験から学ぶべきは、排出量取引制度で最も重要なのは信頼性の確立と維持ということである。

そのためには①明確な運営ルールで裁量余地を減らし、各種の調整は行っても制度の根幹はブラさな

いこと、②排出枠(クレジット)価格が企業や家計に受け入れ可能かつ脱炭素移行を促す水準で推移する

ことが前提条件となろう。 

 

鍵を握る日本のカーボンクレジット取引の現状はどうか。実証フェーズを経て、2023 年 10 月にスタート

した東京証券取引所のカーボンクレジット市場は、マーケットメイカー制度の導入で売買高が増え、2 月

末までの累計でCO2換算76万トンに達した。もっとも、取引は J-クレジットの再エネ電力と省エネに集中

しており、この 2 銘柄で全体の 96％を占める。また、JCMクレジットとの合算で累計発行量がようやく 1 千

万トンに届く程度で、豪州や米加州で1～2億トンを超える諸外国のETS適格クレジットと比較して規模が

小さい。一方で、企業のカーボンクレジット活用は広がりを見せる。CDP のデータによれば、日本企業の

カーボンクレジット使用 (2020 年は購入、2024 年は償却)先は 2020 年回答の 40 社から 2024 年回答で

は 110 社と 3 倍近く、使用量も 4.3 百万トンから 9.3 百万トンへ 2 倍強に拡大している。 

その結果、市場ではクレジット価格の上昇が目立つ。例えば、再エネ電力の基準価格は昨春の 2.9 千

円から足元で 6.5千円と 2.2倍になり、数少ない吸収・除去系の森林クレジットの価格を上回った。つられ

るように主要銘柄すべてに値上がりが波及しつつある。どうやら今後も価格上昇が続くことを想定し、早

めにクレジットを調達する企業が増えているものと推察される。現状 GX-ETS の超過削減枠はまだ市場

売買が成立していないが、今後の流動性供給源として早期の取引本格化が待たれる。 

この他にも J-クレジットの課題として、国際的な適格認証の未取得がある。定評のある ICAO(国際民間

航空機関)のカーボンオフセットスキームに承認申請するもガバナンスなどの基準を満たせず、2 年連続

で差し戻されている。クレジット品質の国際的なお墨付きとして承認取得は待ったなしであろう。次が、審

査機関のキャパシティや人材の不足である。リソースの制約などから例外的に認証外の業務を行ってい

る事例があり、J-クレジット運営委員会で猶予期間ののち厳格化する方針が固まった。 

これら諸々の課題を克服しつつ、カーボンクレジット市場を通じた価格発見機能の発揮や予見可能性

の向上を期すことはGX-ETSの発展に不可欠である。信頼性の高いクレジット価格が利用可能になれば、

導入が進むインターナル・カーボンプライス(社内炭素価格)のアンカー役を果たすことにもなろう。 

 

長い目で見れば、カーボンクレジットの市場価格は脱炭素進捗のシグナルでもある。脱炭素に向けた

トランジションの前半過程では必ずしも順調に排出削減が進む訳ではなく、カーボンクレジットへの需要

が供給を上回り市場価格はかなりの上昇基調となる可能性が高い。一方で、既存技術による排出削減が

進むとともに、新たな脱炭素の技術開発や実用化に目途が立つ後半過程ではカーボンクレジットの需給

も緩み価格は下落し始めるに違いない。株価は将来にわたって上昇し続けることを望むが、カーボンク

レジット価格は早くピークアウトする局面を迎えられるよう期待したい。 

 

（専門理事 調査部 主管 井上 一幸） 


